
 

第 22号様式（第 25条関係） 

年  月  日   

 

青森県知事       殿 

 

（認定（特例認定）特定非営利活動法人の名称） 

代表者氏名 

電話番号 

 

認定（特例認定）特定非営利活動法人合併認定申請書 

 

 特定非営利活動促進法第 63 条第１項（第２項）の規定により、下記のとおり合併することについ

て、認定を受けたいので、申請します。 

 

記 

 

１ 合併しようとする認定（特例認定）特定非営利活動法人の名称及び代表者の氏名 

２ 合併後存続する（合併によって設立する）特定非営利活動法人の名称 

３ 代表者の氏名 

４ 主たる事務所の所在地及び電話番号 

５ その他の事務所の所在地及び電話番号 

６ 事業の概要 

７ 合併によって消滅する特定非営利活動法人（他の都道府県にその主たる事務所が所在する特定

非営利活動法人に限る。）の名称及び事務所の所在地 

 

（備考） 

 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 

 ２ ４、５及び７には、事務所の所在地の町名及び地番まで記載すること。 

３ 申請書には、次に掲げる書類を添付すること。 

  ①法第 63条第１項の認定の場合には、実績判定期間（法第 44 条第１項の認定を受けようとする

特定非営利活動法人の直前に終了した事業年度（その期間が１年を超える場合は、当該期間を

その初日以後１年ごとに区分した期間（最後に１年未満の期間を生じたときは、その１年未満

の期間）。以下同じ。）の末日以前５年（同項の認定を受けたことのない特定非営利活動法人

が同項の認定を受けようとする場合にあっては、２年）内に終了した各事業年度のうち最も早

い事業年度の初日から当該末日までの期間をいう。）内の日を含む各事業年度の寄附者名簿

（各事業年度に当該申請に係る特定非営利活動法人が受け入れた寄附金の支払者ごとに当該

支払者の氏名（法人にあっては、その名称）及び住所並びにその寄附金の額及び受け入れた年

月日を記載した書類をいう。）（法第 44 条第２項第１号） 

  ②法第 45条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を説明する書類（①の書類を除く。）及び法第

47 条各号のいずれにも該当しない旨を説明する書類（法第 44 条第２項第２号）［２部］ 



 

  ③寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類（法第 44 条第２項第３号）［２

部］ 


